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行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者 ワーキンググループ名 責任者

合併協定項目

連番

町道管理事業（道路台帳） 町道管理事業（道路台帳）

　

　町道の状況 　町道の状況 　道路台帳平面図の縮尺が異なる。

　　岸本町：1/1000　溝口町：1/500

　委託先

　　岸本町：ｱｼﾞｱ航測　溝口町：ｳｴｽｺ

小村恵吾 伊澤靖成土木建設事業（事務関係）建設水道部会

岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

幹事長専決案件

調整方法

備考各種事務事業の取扱い 25-31土木建設事業

●合併後５年を目標に溝口町の例に
より一元化するものとする。

 （両町とも道路法に基づいて台帳
　を調製しており、両町の現行の
　ものを新町に引き継いでも、普
　通交付税算定数値などに関して、
　当面問題がないことから、台帳
　の統一は合併後５年を目処に行
　うこととする。縮尺は溝口町の
　例により1/500とする。）

1
　町道の管理を目的として、路線毎に台帳を作成する。道路
新設・改良等で道路台帳の新規作成や記載事項の変更があっ
た箇所について、道路台帳の整備を行う。

　町道の管理を目的として、路線毎に台帳を作成する。道
路新設・改良等で道路台帳の新規作成や記載事項の変更が
あった箇所について、道路台帳の整備を行う。

　道路台帳の調製については、道路法に
基づいて行う。

道 路 実 道
路 線 延 路
種 数 長 部
別 延道 個 延 個 延 面

長路 数 長 数 長 積
ｍ ｍ ｍ ｍ ㎡

一級 6 7,578 7,525 8 53 0 0 36,972

二級 9 14,095 13,894 7 201 0 0 93,150

小計 15 21,673 21,419 15 254 0 0 130,122

その他 280 97,078 96,757 50 321 0 0 472,384

合計 295 118,751 118,176 65 575 0 0 602,506

実延長の内訳

ﾄﾝﾈﾙ橋梁
種類別内訳

道 路 実 道
路 線 延 路
種 数 長 部
別 延道 個 延 個 延 面

長路 数 長 数 長 積
ｍ ｍ ｍ ｍ ㎡

一級 8 16,805 16,439 9 366 0 0 111,648

二級 25 32,788 49,202 30 391 1 130 174,434

小計 33 49,593 65,641 39 757 1 130 286,082

その他 107 72,088 71,724 37 364 0 0 302,380

合計 140 121,681 137,365 76 1,121 1 130 588,462

橋梁 ﾄﾝﾈﾙ

実延長の内訳
種類別内訳
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行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者

合併協定項目

連番

農道維持管理事業 農道維持管理事業
(目的) (目的)

　　合併時に一元化する。

　

 

1   管理路線 　を可能にし利便性を図る。

　太平農免 L＝2,111ｍ　番原須村農道 L＝1,023ｍ　   管理路線

  福原農道 L＝183ｍ    大山第2広域農道 L＝1,146ｍ　 　　　大平農免Ｌ＝2,217m　大原農免Ｌ＝1,346m

  岸溝農免 L＝2,049ｍ･　越敷野ふるさと農道 L＝2,018ｍ 　　第２岸溝農免L=2,570m

  西伯広域農道 L＝4,561ｍ　番原ふるさと農道 L＝953ｍ　 (第２岸溝分Ｌ＝2,174m　ふるさと分L=396m）
  上ノ原農道 L＝1,270ｍ

農道台帳管理延長  L=１５，３１４ｍ    第３南大山ふるさと農道L=1,754m

　　西伯広域農道L=549m　　外６１路線　Ｌ＝17,217m

　 ※農道維持管理は、町道維持管理事業に含めているため建設  
  水道課で行い、事業費も土木費で計上している。 　　農道台帳管理延長Ｌ＝２６，６３９ｍ

   一ノ段ふるさと農道L=820m　添谷ふるさと農道L=166m 　

調整方法岸　　本　　町 溝　　口　　町

備考２５　各種事務事業の取扱い 各種事務事業の取扱い 25－32　農林水産事業

課題・問題点

幹事長専決事項

産業経済部会 梅原　久義 農林水産事業 田村茂樹ワーキンググループ名責任者

(内容) (内容)

　農道延長、幅員等を台帳として整備する。

　農道台帳の作成は、両町ともに鳥取県土
地改良事業団体連合会に委託している。

　維持管理に要する予算の計上先と管理
体制が異なる。

　農道を管理することを目的とする。　農道を管理することを目的とする。

　通常の維持管理により、交通の安全と農業機械の搬出入
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行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者 ワーキンググループ名 責任者

合併協定項目

連番

1

2

幹事長専決事項

岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

各種事務事業の取扱い２５各種事務事業の取り扱い 42その他 備考

阿部泰 小原章信議会部会

議事録
反訳 1ページ当り  2,140円
年間 620ページ
製本 5部 （内執行部 3部）
委託先  ぎじろくセンター

議事録
反訳 1ページ当り  1,840円
年間 550ページ
製本 3部 （内執行部 1部）
委託先  ぎじろくセンター

製本部数の調整が必要 溝口町の例により合併時に一元化を
図る

調整方法

旧議員会
会員相互の親睦を厚くするとともに溝口町発展
のため努力することを目的とする。
経費は会費及び寄付金をもってこれに充てる。
会費年3,000円（ただし年金受給者は5000円）
会員２５名

岸本町には、これに類似するものない。 合併後、検討する。
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行政現況調書調整一覧表

専門部会名 産業経済部会 責任者 ワーキンググループ名

合併協定項目 １８　補助金、交付金の取扱い

連番

 '土地改良負担補助事業(町土地改良事業償還補助金）

(目的) 溝口町は制度なし。

　受益農家の償還負担を軽減することを目的とする。

 

1
西部土地改良区は１０％）

平成１５年度は４団体５地区の助成を行う。

　農業基盤整備事業償還補助金
(目的) なし。
　'農家の負担軽減を図ることを目的とする。
(内容等）
　改良区、組合などの団体がほ場整備の資金借り入れに

2 伴い、その償還金に対して町から２５％を助成する。
　

　平成１５年度現在
　団体数　２５団体（２６件）
　補助額　２３，５８２，４３４円

土地改良運営補助事業(町土地改良事業補助金）
　〇溝口町では補助事業は行っていない。 溝口町では、制度なし。 岸本町の例により新町に引き継ぐ。

土地改良区運営補助金
大原千町土地改良区 1,100 千円
西部土地改良区 1,000 千円
尾高井手土地改良区 410 千円 　(参考）溝口町の土地改良区の状況

3 会見土地改良区 40 千円
計 2,550 千円 　 谷川・溝口土地改良区

現行のとおり新町に引き継ぐものとし、新
町における新規事業に係る補助については
別に定めるものとする。

現行のとおり新町に引き継ぐものとし、新
町における新規事業に係る補助については
別に定めるものとする。

〇これは、下水の普及により生活排水を土地改良区の水
路に流さなくなり、土地改良区の負担金収入が減少した
ため代替支援と土地改良区の運営費を助成することとし
た。

岸本町内に受益を有する土地改良区に対して受益面積に
応じて管理、運営費の補助を行い改良区の活動の促進を

（ただし、実際には水利組合としても位置付
けとなっており、土地改良区としても事業は
行っていない。）

(内容等)

　各団体が実施した土地改良事業（水路整備、農道整備）の償還

各種事務事業の取扱い

該当なし

溝口町では、既にほ場整備事業は終了している。
ほ場整備の際に事業費に対して補助しており、償
還金への助成は行なっていない。

溝口町では、既にほ場整備事業は終了している。
ほ場整備の際に事業費に対して補助しており、償
還金への助成は行なっていない。

該当なし

金の２５％を助成する（ただし、大原千町、尾高井手、箕蚊屋、

岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

協議会提案事項

梅原　久義 農林水産事業 田村茂樹責任者

調整方法

備考
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行政現況調書調整一覧表

専門部会名 産業経済部会 責任者 ワーキンググループ名

合併協定項目 １８　補助金、交付金の取扱い

連番

各種事務事業の取扱い

岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

協議会提案事項

梅原　久義 農林水産事業 田村茂樹責任者

調整方法

備考

該当なし 　溝口町は事業を行っていない。
　合併後３年以内に算定方法の見直しを行う

　 　のとする。

　

　

(内容等）

4 ○開催予定日 １１月下旬～１２月上旬
○開催場所 大山ロイヤルホテル
○主催 丸山生産森林組合
○後援 岸本町、鳥取県西部森林組合

鳥取西部農業協同組合
新日本海新聞社

○参加者 地元県議会議員、町議会議員
農業委員、町内企業
鳥取西部農協、生産森林組合、
県関係者など

○参加者数 ・１１年度・・・７１名
・１２年度・・・７５名
・１３年度・・・９１名
・１４年度・…実施せず

○総事業費 １１０，０００円
○町補助金 　５５，０００円（１/２補助）

　森林シンポジウム補助金事務
(目的) 　岸本町の例により新町に引き継ぐ。

　丸山生産森林組合に助成するとともにと連携をとりながら、
参加者への通知、会場準備を行う。

　森林の荒廃が全国規模で進んでいるなか、美しい自然環境を
守り、森をどう育ていくのか真剣に考えることが必要。
　そのため森林所有者・森林組合・農業者・住民・行政等の関
係者が一同に会し討論する森林シンポジウム開催に対し助成
し、森林の必要性、重要性等について再認識を図る。

１４



行政現況調書調整一覧表

専門部会名

合併協定項目

連番

1 介護保険事業の取り扱い 介護保険事業の取り扱い

1　実施体制 1　実施体制

2　業務分担概要

2　業務分担概要

（1）南部箕蚊屋広域連合の業務（職員派遣1名）

　　●介護保険条例、予算、決算、議会

　　●国、県との補助金業務

　　●指定事業者への介護報酬支払い

　　●介護保険事業計画策定

　　●広域版介護保険システムの開発

（2）町村業務（担当者1名）

　　●介護報酬連合町負担金支払い

　　●資格管理、保険証交付

　　●要介護認定申請受付、１次判定（ﾊﾟｿｺﾝ）

　　●家族介護支援事業、介護予防事業

　　●滞納保険料の徴収

　　●高額サービス費、福祉用具、住宅改修等
　　　申請受付

　　※広域連合実施分も町で実施
　　　介護保険担当職員数　2人
　　　（在宅介護支援センター除く）

・岸本町は広域連合で実施、溝口町は単独で
　実施しており、体制が異なる。

（溝口町財政安定化基金借り入れ分につい
ては、合併時までに繰り上げ償還をす
る。）

（1号被保険者の保険料は、広域連合の保険
料とする。）

合併時に岸本町の例により一元化する。
（新町発足時に広域連合に加入。）

　●介護保険事業は南部箕蚊屋広域連合で実施
　　職員1名派遣、給与は派遣元で負担

　●資格管理、住所地特例管理、介護相談等は
　　各町村業務

　　●保険料の賦課徴収業務
　　（1号被保険者の保険料決定）

　　●西伯、会見、岸本、日吉津の光ケーブル
　　　敷設（完了。一部運用）

調整方法岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

細田　栄保健福祉部会

各種事務事業の取扱い22　介護保険事業の取り扱い

ワーキンググループ名責任者

備考

協議会提出案件

馬詰美保子責任者介護保険事業
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介護保険事業広域連合・単独実施比較表 

 

項  目 広域連合(岸本町) 単独実施(溝口町) 評  価 

条例、規則 

関係 

連合で制定、改定を行うた

め専門性が高まる。 

事務担当者が行っているが、兼

務が多い。 

広域連合の方が専任

職員を配置しやすい。 

議会関係 

 

連合議会を設置。開催頻

度は定例会年３回が基本 

町特別会計で実施しており、町

議会の都度開催可能 

単独実施の方が開催し

易い。 

国庫負担金等 

給付関係 

広域連合で実施、審査専

任体制。給付国保連、一般

支払い西伯町出納室 

町担当者の兼任、給付国保連、

一般支払い出納室 

広域連合のスケールメ

リットが大きい 

賦課、徴収 

業務 

連合で賦課徴収、滞納分

は各町で徴収している。 

町で賦課徴収、１４年度まで滞納

額なし。 

ほぼ同じ 

介護認定 

 

申請受付は各町→連合 

→西部広域審査会 

各町→西部広域審査会 ほぼ同じ 

介護相談、家

族支援事業 

介護相談は各町介護支援

センターで実施。家族介護

支援事業は各町と広域連

合でも実施している。 

介護相談は介護支援センター及

び認定調査を町と社協が行って

いるため随時町保健師に相談が

入りやすい。家族支援事業は保

健事業で介護家族教室及び定

例介護家族会により行っている。 

介護相談は両町介護

支援センター保健師が

中心であり、同一。 

家族介護支援事業は

広域連合の方が参加

者を集め易い、経費の

節減が図られる 

地域ケア会議 

 

各町介護支援センターが

住民の利用範囲を対象に

ほぼ毎月実施している。 

兼務が多いため人的にできてい

ない。ただし困難なケース等は事

業所単位で必要時迅速にケア会

議等開催し対応している。 

広域連合の方が情報

交 換 など 実施し や す

い。 

介護相談員 

 

連合全体で２０人、岸本町

６人で、施設サービスの状

況調査を毎月実施 

必要と思うが現在は、制度なし 広域連合の方が実施し

やすい。 

介護認定境界

域 を 対 象 と し

た介護予防事

業 

介護認定を受けていない

見守りが必要な高齢者を対

象に、町直営ふれあいデイ

２２人利用、社協委託にこ

にこ訪問１３人、痴呆予防

教室１１人。 

この３事業の利用者は週１

回のペースで実施してい

る。 

保健事業により「生活リハビリ教

室」を実施、２６人利用（岸本町と

同レベルの者） 

「生きがいデイサービス事業」に

より社協、中央病院に委託して実

施、２人利用している。訪問は必

要時保健師が実施。痴呆及び寝

たきり予防を目的に介護予防・地

域支えあい事業により「まめまめ

クラブ」を実施。 

溝口町「生活リハビリ教

室」「まめまめクラブ」は

参加者も多く保健事業

としての効果は大きい

が月１回のペースのた

め介護予防効果として

は、岸本町方式は介護

認定を抑制する効果が

ある。 

要介護認定者 

出現率 

14 年度 17.9%、 

15 年 6 月 17.8% 

14 年度 21.7%、 

15 年 6 月 22.3% 

溝口町は出現率が高

い 

介護認定調査 

 

できるだけ社協等に委託す

る、病院の退院などは介護

支援センター職員で調査、

1 月平均 10 件程度 

新規と変更申請者は町保健師が

調査し認定のばらつきをなくし適

切なサービスの導入、家族支援

により介護度の悪化防止や在宅

療養の支援に努めている。更新

は介護相談センター調査専任の

臨職と社協委託でおこない連携

を取りやすい体制にしている。 

1 月平均 30 件程度 

溝口町は新規認定調

査を町で行っており要

介護者や家族の状況

を把握しやすく在宅療

養を支援しやすい。ま

た認定調査のばらつき

を防ぐことが出来る。 
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項  目 広域連合(岸本町) 単独実施(溝口町) 評  価 

介護サービス

事業者の指定

広域連合長に指定権限有

り 

指定権限は県知事 広域連合が有利 

介護保険事業

の町単独制度

単独制度なし 単独制度なし 同一 

介護給付費 

 

 

477,000 千円、65 歳以上一

人当り 279 千円 

489,699 千円、65 歳以上一人当

り 281 千円 

介護給付費は溝口町

が高い。 

介護サービス

の利用状況 

 

 

 

居宅介護サービス費 35.0%

施設介護サービス費 65.0% 

要支援   31 人 10.1% 

要介護１ 107 人 35.0% 

居宅介護サービス費 45.5% 

施設介護サービス費 54.5% 

要支援   57 人 15.0% 

要介護１ 127 人 33.5% 

溝口町の認定率は高

いが(要支援が多い)施

設入所はその割に抑え

られている。 

借入金 

 

広域連合全体で 14,500 千

円(14 年度末) 

溝口町単独で 17,500 千円 

(14 年度末) 

溝口町の赤字額が大き

い 

介護保険・介

護支援センタ

ー職員体制 

 

･広域連合派遣職員 1 名、

･介護保険事務職員 1 名 

･介護支援センター(ケアマ

ネージャー) 1 名 

･介護福祉士、介護予防事

業実施  1 名    

･介護保険事務 1 名 

･介護支援センター  2 名 

･介護認定調査 ０．５人 

職員数はほぼ同じ、溝

口町兼務が多い。 

岸本町ふれあいデイ町

直営。 

･介護保険運

営事務 

･介護保険事

業計画 

･国、県補助金

関係 

･ 事 務 処 理 シ

ステム 

 

･介護保険を運営するため

の共通事務は連合で実施 

･介護保険事業計画の策

定は連合。 

･国、県との補助金事務は

連合。 

･連合版のシステムで稼動

中、システム変更の負担金

が軽減される。 

･すべて各保険者である単町で

実施する必要がある。 

･介護保険事業計画に、その町

の特性を盛り込むことができる。 

･介護保険システムは県情報セン

ターより提供を受け、経費の節減

を図っている。 

資格者管理、保険証交

付、介護相談などの住

民対応は両町とも町職

員で行っている。 

共通事務については

広域連合のスケールメ

リットが大きい。 

 

 

総  合 

 

 

 

･介護保険の安定運営のた

めには、規模が大きいほう

が良い。 

･専門的な職員を配置しや

すい 

･介護予防事業の共通事

業が設定できる。 

･指定権限を持つため事業

者への指導が強化される。

･住民との直接対応は各町

となるので、連合との定期

的な推進会議が必要であ

る。 

 

･新しい介護施設の整備などによ

り、急激な給付費の変動がある。

･色々な業務を兼務するため、異

動などにより弱点が出やすい。 

･介護予防事業への取り組みが、

各町でまちまちである。 

･近隣の事業者への指導体制が

弱い。 

･意思統一、決定が速い。 

 

新町の人口は約 12,700

人であり、大きな町とは

言えないため広域連合

が望ましい。 

大山リハビリ病院と溝口

中央病院をかかえる新

町は、今後とも給付費の

増大が予測されるため、

介 護 予 防 事 業 を 強 化

し、出現率の抑制に努

めなければならない。 
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１８

平成15年12月現在

項　　　　　　目 比　　較 　　　備　　　　　　　　考

全人口 5,318 人 7,337 人 -2,019 人 ①

前期高齢者(65歳～75歳) 821 人 823 人 -2 人

後期高齢者(75歳以上) 926 人 897 人 29 人

後期高齢者(75歳以上) 比率 17.4 % 12.2 % 5 %

受給者（75歳以上みなし） 1,329 人 1,121 人 208 人 旧70歳以上

受給者（65歳以上75歳未満ねたきり） 22 人 21 人 1 人 旧65歳以上70歳未満

           受給者計 1,351 人 1,142 人 209 人 ②

老人医療加入率 25.4 % 15.6 % 9.8 % ②÷①

14年度医療給付費 867,211 千円 776,232 千円 90,979 千円 ③　14年度実績

14年度医療費支給費 6,372 千円 3,126 千円 3,246 千円 ④　14年度実績

平成14年度給付総額 873,583 千円 779,358 千円 94,225 千円 ⑤＝③＋④

1人当り給付額 647 千円 682 千円 -36 千円 ⑤÷②

15年度給付総額(9か月) 690,419 千円 612,392 千円 78,027 千円 ⑦　15年11月診療分まで

　　うち医療給付費 684,383 千円 606,258 千円 78,125 千円

　　うち医療費支給費 6,036 千円 6,134 千円 -98 千円

1人当り給付額 520 千円 546 千円 -27 千円 ⑦÷② 15年11月診療分まで

15年度推計(12/9月)給付費 920,559 千円 816,523 千円 104,036 千円 ⑧　15年度推計(12/9月)

15年度推計(12/9月)1人当り 693 千円 728 千円 -36 千円 ⑧÷②

介護保険と老人医療費の関係

溝口町 岸本町

老人医療費　比較表

   老人医療の加入者(70歳以上段階的に引き上げ)は、全員介護保険
の１号被保険者となっている。介護保険事業の開始により、介護療養型
医療施設、老人保健施設への入所により一時的(平成12～13年度)に老
人医療費は減少したが、現在では医療系の介護施設は、満床となり老
人医療該当者の増加や介護保険と老人医療の併用利用により、老人
医療費の伸びが続いている。
 　岸本町においては、大山リハビリ病院が昨年６月から介護療養ベッド
を全廃し一般医療へ転換したため、介護給付費が減少し医療給付費が
増加する傾向にある。溝口町においては、溝口中央病院のほとんどが
介護療養ベッドであるが、高齢者が多いため医療給付費総額は高い水
準にある。

　 均等割 計(%)

西伯町 6.25 2,226 9.74 692,373 11.15 2,448,442 8.38 35.52

会見町 6.25 1,063 4.65 247,257 3.98 1,504,599 5.15 20.03

日吉津村 6.25 702 3.07 179,653 2.89 1,169,192 4.00 16.21

岸本町 6.25 1,720 7.53 433,768 6.98 2,186,057 7.48 28.24

合　　計 25.00 5,711 25.00 1,553,051 25.00 7,308,290 25.00 100.00

西伯町 5,151 会見町 2,904

日吉津 2,350 岸本町 4,095 計 14,500千円

試算①

繰上償還額
　試算②

繰上償還額

　 均等割 計(%)

西伯町 5.00 2,226 7.46 692,373 8.41 2,448,442 6.36 27.24

会見町 5.00 1,063 3.56 247,257 3.00 1,504,599 3.91 15.48

日吉津村 5.00 702 2.35 179,653 2.18 1,169,192 3.04 12.57

岸本町 5.00 1,720 5.77 433,768 5.27 2,186,057 5.68 21.72

溝口町 5.00 1,747 5.86 504,355 6.13 2,313,296 6.01 23.00

合　　計 25.00 7,458 25.00 2,057,406 25.00 9,621,586 25.00 100.00

介護保険事業財政安定化基金借入金返済計画(試算)

※注：この試算は広域連合の各町村負担割合により、試算したもので広域連合と協議したものではありませ
ん。

１．広域連合借入金残高　　　１４，５００千円

２．溝口町借入金残高　 　　　１７，５００千円

３．広域連合負担割合(給付費、事務費)

　　①現行：　均等割25%・高齢者割50%・財政割(標準財政規模)25%

　　②平成17年度から適用(16年度改定予定) 

　　　　　：均等割25%・高齢者割25%・給付額割25%・財政割(標準財政規模)25%

４．調整方法(平成１６年度改正案で試算・給付額は平成１５年度推計見込み額)

＜現連合体制試算＞

高齢者割(人：％) 給付割(千円：％) 財政割(千円：％)

①広域連合按分額(千円)

※溝口町繰り上げ償還額(下表の負担割合による比例配分)

岸本町：溝口町＝21.72%：23.00%       4,095千円：溝口町=21.72%：23.00%

溝口町＝４，３３６千円(連合の借入金相当額)

　１７，５００千円－４，３３６千円＝１３，１６４千円

　１７，５００千円×２３．０％＝４，０２５千円(連合借入金相当額)

※　借入金残高・高齢者人口・介護給付費・標準財政規模の確定基準日により、金額は変動します。

　１７，５００千円－４，０２５千円＝１３，４７５千円

＜新連合体制試算＞

高齢者割(人：％) 給付割(千円：％) 財政割(千円：％)



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者 ワーキンググループ名 責任者

合併協定項目

連番 課題・問題点

1

【事務・事業名】納税奨励事業

《納期前納付に対する報奨金》
①報奨金
　0.5/100×納期毎の納期前の月数合計×第2期の税額
　・固定資産税　　　 5.0％
　・町県民税　　　　 5.5％
　・国民健康保険税　15.5％

②前納時期（納期）
　各税の第１期納期限と同じ

③交付限度額
　なし

④対象税目
　固定資産税、町県民税、国民健康保険税

（根拠法令）
　地方税法　　第321条、第365条
　町税条例　　第42条、第70条

《町税徴収取扱い手数料》
　納期内納付した額（徴収率）に対し交付する。
　
　○固定資産税、町県民税（普通徴収）、軽自動車税
　・納期内納付率100％の場合
　　　納付税額の100分の3.0
　・納期内納付率100％未満の場合
　　　納付税額の100分の1.0
　○町県民税（特別徴収）
　　　手数料なし
　○国民健康保険税
　・納期内納付率100％の場合
　　　納付税額の100分の2.0
　・納期内納付率100％未満の場合
　　　納付税額の100分の1.0
　○口座振替利用世帯も納税組合に加入できる。
　○交付時期
　　年2回（4月から9月、10月から3月）に分けて交付

《優良納税組合表彰》
　納税成績の優秀な組合を対象とする

《納税組合長報酬》
　なし

《組合数》
　７３組合

【事務・事業名】納税奨励事業

《納期前納付に対する報奨金》
①報奨金
　0.5/100×納期毎の納期前の月数合計×第2期の税額
　・固定資産税　　　 7.5％
　・町県民税　　　　 5.0％
　・国民健康保険税　5.0％

②前納時期（納期）
　各税の第１期納期限と同じ

③交付限度額
　なし

④対象税目
　固定資産税、町県民税、国民健康保険税

（根拠法令）
　地方税法　　第321条、第365条
　町税条例　　第42条、第70条

《町税徴収取扱い手数料》
　納期内納付した額（徴収率）に対し交付する。
　
　○固定資産税、町県民税（普通徴収）､軽自動車税
　・納期内納付率100％の場合
　　　納付税額の100分の4.0
　・納期内納付率95％以上100％未満の場合
　　　納付税額の100分の1.5
　○町県民税（特別徴収）
　　　納付税額の100分の0.5
　○国民健康保険税
　・納期内納付率100％の場合
　　　納付税額の100分の3.0
　・納期内納付率95％以上100％未満の場合
　　　納付税額の100分の1.0
　○口座振替利用世帯は、納税組合に加入できない
　○交付時期
　　各税納期の翌月25日までに交付

《優良納税組合表彰》
　制度なし

《納税組合長報酬》
　あり　11，000円/人

《組合数》
　７８組合

《納期前納付に対する報奨金》
交付率が異なる
（算出式は同一だが、納期月・納期回数が異なるため）

同一である

同一である

国民健康保険税は、前納報奨が認められていない。

《町税徴収取扱い手数料》
交付率が異なる

口座振替利用世帯の取り扱いが異なる
交付時期が異なる

《優良納税組合表彰》
岸本町のみの制度

《納税組合長報酬》
溝口町のみの制度

税務出納部会

調整方法

《納期前納付に対する報奨金》
合併後、岸本町の例により一元化する。
ただし、国民健康保険税の前納報奨金は
廃止する。
（納期月・回数を岸本町に合せる）

《町税徴収取扱い手数料》
合併後、岸本町の例により一元化するも
のとする。ただし、算出率については溝
口町の例による。なお、合併後早い時期
に制度廃止の方向で検討するものとす
る。

《優良納税組合表彰》
合併後、廃止する

《納税組合長報酬》
合併後、廃止する

※調整は、いずれも平成17年度から行な
い、平成１6年度課税分は現行のとおり
とする。

各種事務事業の取扱い２５各種事務事業の取扱い ２５－５納税関係業務 備考

岸　　本　　町 溝　　口　　町

協議会提出案件

金田 石本納税関係業務
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西部市町村別前納報奨金の状況

市町村別 前納報奨金 納税組合
集合方式　2期税額×18％ 全納税組合に納付書1枚10円、組合員1世帯200円を支払う

町税　100％で3（2）％、90％以上は2（１）％、90％以下は1(0.5)％　　（　）内は16年度から適用の数値

国保100％で2.5％、90％以上は1.5％、90％以下は1％

町税2期税額×0.5％×納付前月数 全納税組合に事務費1組合1千円、1世帯100円を支払う

国保　　なし 100％で3.5％、100％以下は1％、介護を含む

町税2期税額×1.0％×納付前月数 町税　100％で3％、全組合に1万円

国保　　　なし

町税2期税額×0.5％×納付前月数 町税100％で4.0％、95％以上は1.5％　特徴分0.5％

国保2期税額×0.5％×納付前月数 国保100％で3％、95％以上は1％

町税2期税額×0.5％　 平等1世帯2000円取扱金額1.5％

　ただし限度額住民税1万･固定1.5万

国保　　なし

町税2期税額×0.5％×納付前月数 100％で2％、100％以下は1％　　納付書1枚　20円　

国保　　なし

町税2期税額×0.5％×納付前月数 町税100％で3％、100％以下は1％　

国保2期税額×0.5％×納付前月数 国保100％で2％、100％以下は1％

制度なし ー

町税0.5％　滞納者には支払わない ー

国保　　なし

集合方式　2期税額×0.5％ 4/30で100％2.5％　＋　世帯で100％の場合に1世帯200円　＋　100％完納で納付書1枚30円

5/31で100％2.0％　＋　世帯で100％の場合に1世帯100円

5/31で95％1.0％　　

2期　固定7％住民4％ 全納税組合に完納奨励　1世帯200円　税額の1.3％を支払う

国保　　　なし 部落完納の場合に1世帯350円

制度なし 町税（固定・民税）加入率100％の組合：100％は1.5％、95％以上は1.0％、85％以上は0.75％　1世帯50円

町税（固定・民税）加入率70％以上の組合：100％は1％、95％以上は0.75％、85％以上は0.5％

国保加入率100％の組合：100％は0.5％、95％以上は0.35％，

国保加入率70％以上の組合：100％は0.35％、95％以上は0.25％

民税2期税額×0.3％　限度7,800円 組合長納付書1枚80円　組合事務費1,000円

固定2期税額×0.3％　限度10,800円 補助金　1世帯500円　納付書1枚115円

国保　なし

大山･名和･中山町は前納報奨金･納税組合手数料は合併後廃止予定
西伯･会見町は合併後前納報奨金は西伯町に準ずる

米子市

淀江町

大山町

名和町

中山町

西伯町

会見町

岸本町

日吉津村

日南町

日野町

溝口町

江府町

２０





納税奨励事業関係補足資料

○納税組合手数料（報償費）比較表

（交付率）

（交付率岸本町現行） （交付率溝口町現行） （調整案）

税　目 収納率 手数料交付率 収納率 手数料交付率 収納率 手数料交付率

軽自動車税

固定資産税

町県民税（普徴）

町県民税（特徴） － － 一律 ０．５％ 交付しない

（平成１４年度決算額を新町調整案の交付率で交付した場合との比較）

※平成１４年度決算額（岸本町）

税　目 交付額（円） 交付額（円） 増減額（円） 増減率（％）

軽自動車税 263,064 350,905 87,841 33.4

固定資産税 2,985,911 3,948,365 962,454 32.2

町県民税（普徴） 1,087,144 1,443,866 356,722 32.8

町県民税（特徴） 0 0 0

国民健康保険税 2,063,182 2,986,119 922,937 44.7

合　計 6,399,301 8,729,255 2,329,954 36.4

※平成１４年度決算額（溝口町）

税　目 交付額（円） 交付額（円） 増減額（円） 増減率（％）

軽自動車税 388,216 388,216 0 0.0

固定資産税 3,429,800 3,429,800 0 0.0

町県民税（普徴） 2,596,164 2,596,164 0 0.0

町県民税（特徴） 582,907 0 -582,907 -100.0

国民健康保険税 3,318,567 3,318,567 0 0.0

合　計 10,315,654 9,732,747 -582,907 -5.7

１００％
１００％未満

３．０％
１．０％

国民健康保険税
１００％
１００％未満

２．０％
１．０％

※新町交付率で交付した場合

４．０％
１．５％

１００％
　９５％以上

３．０％
１．０％

１００％
　９５％以上

３．０％
１．０％

※新町交付率で交付した場合

１００％
　９５％以上

４．０％
１．５％

１００％
　９５％以上

２２



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者

合併協定項目

連番

　松くい虫防除事業 　松くい虫防除事業
(目的） (目的） 〇空中散布による防除は、効果は認められ ・現行のとおり新町に引き継ぎ、合併後に事業

　　松枯れの原因であるマツノザイセンチュウを駆除 　　松枯れの原因であるマツノザイセンチュウを駆除 　るが、環境保護の観点からは、批判の声 　の見直しを行う。

　 　し、緑豊かな松を守る。 　し、緑豊かな松を守る。 　も大きく最近は事業を見直す動きも活発

(内容等） (内容等） 　である。 　空中散布は、環境、危被害に十分配慮し、

　守るべき松を絞り込み継続して実施。

〇知事は、平成１６年度からは県が行っ 　その他の駆除事業は、山林の条件を勘案し

　ていた空中散布はやめる方針である。 　ながら、実施可能な事業を継続して実施。

　　事業を実施するためには、地区計画

　を見直し町で実施しなければならない。
1 県は、補助事業者として町村を支援す

ると言っている。

内町費 内町費

1,689,188 934,500

 - 229,938

- 26,250
59,573 72,557

- 212,000
963,113 0
388,238 －

　松林保護樹林帯緊急造成事業補助金 　樹種転換造林事業補助金
　 (目的） （目的） ・事業内容は同一。 ・現行のとおり新町に引き継ぐ。

「被害拡大防止松林」を松以外の樹種へ転換し、被害増 　「被害拡大防止松林」を松以外の樹種へ転換し、被害

　加を減少させる 　増加を減少させる。 ・補助事業名の違い。

(内容等） (内容等)
2 　森林組合、集落等が樹種転換事業に取り組んだ場合、 　森林組合、集落等が樹種転換事業に取り組んだ場合、

　国・県補助金に上乗せして町が補助する。 　国・県補助金に上乗せして町が補助する。

【負担割合】　　（クヌギは、県補助金が１割上乗せ） 【負担割合】　　（クヌギは、県補助金が１割上乗せ）
町 本人 町 本人
１/１０ １/１０ １/１０ １/１０
１/１０ ０ １/１０ ０

　林道維持管理事業
町管理林道の状況 (目的) 岸本町は事業を行っていない。 　溝口町の例により新町に引き継ぐ。
　・越敷野原線（岸本町管理） 　林道の適切な管理を行う。

3 (内容等)

　維持管理事業は実施していない。 　林道沿線の草刈り、路面の採石補修。現在実施して

　 　いる路線は一定要件林道である鎌倉山線と日野金城線。

158ha 105,000
被害防止対策養蜂移 95群 290,225

市町村推進事業 - -
伐倒駆除 230m3 2,835,000

課題・問題点 調整方法岸　　本　　町 溝　　口　　町

２５　各種事務事業の取扱い 各種事務事業の取扱い 25－32　農林水産事業 備考

協議会提案事項

産業経済部会 梅原　久義 農林水産事業 谷口仁志責任者ワーキンググループ名

養蜂移転補償 78群 238,290

事業量

被害木探査事業 - - 被害木探査事業秋の

緊急防除 -

事業費

77ha 3,738,000

30m3 519,750- 緊急防除

特別防除 210ha 6,756,750 特別防除

岸本町 事業量 事業費 溝口町

・平成１４年度の実績（補助率3/4）

伐倒駆除…被害木を伐採し、薬剤をかけて駆除する。

特別伐倒駆除…被害木を伐採後チップ等にし、駆除する。
養蜂移転補償…ミツバチを移転させるための補償事業
市町村推進事業…松くい虫防除事業を推進するための事務事業
・平成１４年度の実績（補助率3/4）

伐倒駆除…被害木を伐採し、薬剤をかけて駆除する。

特別伐倒駆除…被害木を伐採後チップ等にし、駆除する。
養蜂移転補償…ミツバチを移転させるための補償事業
市町村推進事業…松くい虫防除事業を推進するための事務事業

特別防除…２回にわたって空中から農薬を散布し駆除する。

緊急防除…被害木一本ごとにガンノズルを用いて農薬を散布し駆除する。

被害木探査事業…ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる被害状況の確認。

特別防除…２回にわたって空中から農薬を散布し駆除する。

緊急防除…被害木一本ごとにガンノズルを用いて農薬を散布し駆除する。

被害木探査事業…ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる被害状況の確認。

一式 212,000
伐倒駆除（衛生伐） 0 0
市町村推進事業

　－

区分 国 県 区分 国 県

特別伐倒駆除 70m3 1,165,500 　－特別伐倒駆除

スギ・ヒノキ等３/１０
クヌギ ５/１０ ４/１０

５/１０ ３/１０
４/１０５/１０

スギ・ヒノキ等 ５/１０
クヌギ

２３



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者

合併協定項目

連番 課題・問題点 調整方法岸　　本　　町 溝　　口　　町

２５　各種事務事業の取扱い 各種事務事業の取扱い 25－32　農林水産事業 備考

協議会提案事項

産業経済部会 梅原　久義 農林水産事業 谷口仁志責任者ワーキンググループ名

　町有林管理事業

(目的) 〇町有林の現況 　岸本町の例により新町に引き継ぐ。

 　　町有林を定期的に保育等の作業を行ない、管理する。 　　溝口町内　　　３５．１ha 　溝口町は該当なし。
(内容等）
○町有林の現況   溝口町の町有林は管理事業は行っていない。
　　岸本町内 １３．７ｈａ   (木が成木になっており、下刈等の必要がないため)
　　会見町内 ９１．４ｈａ 計　１０５．１ｈａ
【維持管理現況】

金　　額
4 下刈り作業

　実施している。（１０/１０）
（今後の事業予定）

　森林管理巡視事業
　実施していない (目的)  岸本町と溝口町の所属する森林組合が違う. 　合併後に廃止する

　森林の活用・整備はその管理・指導等につき地域に密着
した市町村が推進する必要がある。そこで、森林の諸機能
の維持増進を図るため森林の実態を把握するなど、森林管

　 理巡視員制度を実施する。
　林地・林道施設の破損、林野火災等森林における諸被害
の未然防止等の巡視活動。及び健全な森林整備のための調 　ことを検討中。
査活動。
(内容等)

5 　町と森林組合の間に森林管理業務委託契約を締結し、森
林管理巡視員からの適宜必要な報告により、森林整備保全
行政の推進に資する。
・森林管理巡視業務委託料　　1,578千円

巡視項目

２　林道等の維持管理状況の把握
３　山地災害の把握（土砂崩壊・鳥獣被害状況）
４　山火事予防（作業員、ハイカー等の指導）
５　危険地区の把握（枯れ木の倒木・落石・不法投棄など）

岸本町：西部森林組合
溝口町：日野森林組合

　※この事業の取組みは平成16年度限りと

１　森林管理状況の把握（間伐・枝打ち・除伐・下刈り等）

（溝口町内の町有林は、管理事業は行わない。）

※間伐作業については、緊急地域雇用創出特別基金事業にて

　造林地の状況により、定期的に保育等の作業を実施する。

73,776円

869,400円

943,176円

※間伐作業 岸本町清原 3.01ｈａ

計 4.38ｈａ

岸本町清原 1.37ｈａ

作　　業 場　所 面　積

２４
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行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者

合併協定項目

連番

　岸本町松くい虫防除被害対策連絡協議会 　溝口町松くい虫被害対策推進連絡協議会
(目的） (目的） 岸本町、溝口町ともに連絡協議会設置要綱が 　合併後に一元化する。

　岸本町が実施する松くい虫防除が円滑かつ適正に実施できる 　溝口町が実施する松くい虫防除が円滑かつ適正に実施できる 　定められている。この設置要綱の統一を

　 　よう、岸本町松くい虫被害対策連絡協議会を設置する。 　よう、溝口町松くい虫被害対策推進連絡協議会を設置する。 　しなければならない。 　（委員構成、設置要綱、委員報酬等は

　 (委員等の構成） (委員等の構成) 　合併時に調整する。）

　西部農林局林業振興課長、米子農業改良普及所長、鳥取西部 １ 日野農林水産事業局　林業課長 　委員構成、設置要綱、委員報酬が異なる。

　農業協同組合、大山ロイヤルホテル、大山ゴルフクラブ、大

1 　山平原ゴルフクラブ、グリーンパーク大山ゴルフクラブ、と ５　森林組合理事　６　素材生産者　７　学識経験者

　っとり花回廊、大山放牧場、岸本町小中学校長、岸本町議会

　産業建設常任委員会長、学識経験者、防除地域代表者、岸本 (活動内容)

　町担当各課 １ 地区実施計画の策定又は変更

(活動内容） ２　被害対策の執行に関する事項

１ 地区実施計画の策定又は変更 ３　特別防除の適正かつ円滑な実施に関する事項

２　被害対策の執行に関する事項 ４　その他

３　特別防除の適正かつ円滑な実施に関する事項 以上の項目を諮問する。

４　その他

以上の項目を諮問する。

２０　諮問機関の取扱い

専門部会長長専決事項

調整方法課題・問題点

梅原　久義

岸　　本　　町 溝　　口　　町

２　町議会議員　　３　農業委員　　４　農協理事または職員

ワーキンググループ名 責任者 谷口仁志農林水産事業産業経済部会

備考各種事務事業の取扱い

１



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者 ワーキンググループ名 責任者

合併協定項目

連番

1

（工事原因者に対する工事施行命令等） （工事原因者に対する工事施行命令等）

2

（道路管理者以外の者の行う工事） （道路管理者以外の者の行う工事）

岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

第二十二条 　道路管理者は、道路に関する工事以外の工事
　（以下「他の工事」という。）により必要を生じた道路に関する
　工事又は道路を損傷し、若しくは汚損した行為若しくは道路の
　補強、拡幅その他道路の構造の現状を変更する必要を生じさ
　せた行為（以下「他の行為」という。）により必要を生じた道路
　に関する工事又は道路の維持を当該工事の執行者又は行為
　者に施行させることができる。

第二十二条 　道路管理者は、道路に関する工事以外の工事
（以下「他の工事」という。）により必要を生じた道路に関する工
事又は道路を損傷し、若しくは汚損した行為若しくは道路の補
強、拡幅その他道路の構造の現状を変更する必要を生じさせた
行為（以下「他の行為」という。）により必要を生じた道路に関す
る工事又は道路の維持を当該工事の執行者又は行為者に施
行させることができる。

小村恵吾 伊澤靖成土木建設事業（事務関係）建設水道部会

備考各種事務事業の取扱い

道路法22条の処理事務

他者による工事がもとで道路に破損等損害が発生したと
き、その修繕工事等を施工させる。

道路法２２条に基づき事務を行う。
課題・問題点なし。

道路法22条の処理事務

他者による工事がもとで道路に破損等損害が発生したとき、
その修繕工事等を施工させる。

２ 　前項の場合において、他の工事が河川法 （昭和三十九年
　法律第百六十七号）が適用され、又は準用される河川の河川
　工事（以下「河川工事」という。）であるときは、当該道路に関す
　る工事については、同法第十九条 の規定は、適用しない。

２ 　前項の場合において、他の工事が河川法 （昭和三十九年
法律第百六十七号）が適用され、又は準用される河川の河川工
事（以下「河川工事」という。）であるときは、当該道路に関する
工事については、同法第十九条 の規定は、適用しない。

道路法24条の工事の承認事務

　民地から町道への接続工事、占用物件点検等による道路掘
削工事など、道路管理者以外の者による道路工事について承
認を行なう（道路の構造に影響を与えない軽易なものについ
ては除く）。

道路法24条の工事の承認事務

　民地から町道への接続工事、占用物件点検等による道路
掘削工事など、道路管理者以外の者による道路工事につい
て承認を行なう（道路の構造に影響を与えない軽易なもの
については除く）。

道路法２４条に基づき事務を行う。
課題・問題点なし。

現行のまま新町に引き継ぐ。

※町の場合は、町道に関して本事務を行なう。 ※町の場合は、町道に関して本事務を行なう。

※道路の構造に影響を与えない軽易なものについては、承認
は必要ない。

※道路の構造に影響を与えない軽易なものについては、承
認は必要ない。

第二十四条 　道路管理者以外の者は、第十二条、第十三条第
 　三項又は第十九条から第二十二条までの規定による場合の
 　外、道路に関する工事の設計及び実施計画について道路管
　 理者の承認を受けて道路に関する工事又は道路の維持を行
　 うことができる。但し、道路の維持で政令で定める軽易なもの
　 については、道路管理者の承認を受けることを要しない。

第二十四条 　道路管理者以外の者は、第十二条、第十三条第
 　三項又は第十九条から第二十二条までの規定による場合の
 　外、道路に関する工事の設計及び実施計画について道路管
　 理者の承認を受けて道路に関する工事又は道路の維持を行
　 うことができる。但し、道路の維持で政令で定める軽易なもの
　 については、道路管理者の承認を受けることを要しない。

専門部会長専決案件

調整方法

現行のまま新町に引き継ぐ。

２



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 産業経済部会 ワーキンググループ名

合併協定項目 ２５　各種事務事業の取扱い

連番

　森林整備担い手対策事業補助金

(目的） 　溝口町が属している日野森林組合には対象者が　 　溝口町は該当なし 　岸本町の例により新町に引き継ぐ

　林業労働者の社会保険事業主負担分を補助すること 　いないため事業実施していない。

　 　により、森林組合の育成強化を図る。

(内容等）

　○森林整備担い手育成対策事業（３年継続事業）

1 　・対象者（岸本町内者） ２名

　・社会保険料（年額） ８３６，９２８円

　  被雇用者負担分 ４１８，４６４円 （１/２）

　  事業主負担分 ４１８，４６４円 （１/２）
　　→　事業主負担分を県・町で各１/２を補助する。

　　　　町が１/４の負担となる。

 県補助分（１/４） ２０９，２３２円
町補助分（１/４） ２０９，２３３円

　・事業主 鳥取西部森林組合
　森林整備地域活動支援交付金事業 　森林整備地域活動支援交付金事業
(目的） (目的） 　なし 　現行通り新町に引き継ぐ。
　森林生産活動の停滞や森林所有者の高齢化、不在化 　森林生産活動の停滞や森林所有者の高齢化、不在化

　 などで、森林の施業が行われないままの人工林、植林 などで、森林の施業が行われないままの人工林、植林
されないままの森林が増加する傾向であるため、これ されないままの森林が増加する傾向であるため、これ
に歯止めをかける必要がある。このため、森林施業に に歯止めをかける必要がある。このため、森林施業に
欠かせない補完作業に対し交付金を助成し施業の充実 欠かせない補完作業に対し交付金を助成し施業の充実
を図る。 を図る。
(内容等) (内容等)
　・事業実施期間 　・事業実施期間
　・交付金助成 １０,０００円/ｈａ 　・交付金助成 １０,０００円/ｈａ
　・対象森林 管理されるべき森林 　・対象森林 管理されるべき森林

（施業計画の森林面積） （施業計画の森林面積）
2 　・交付金対象森林 ３５林齢以下の人工林 　・交付金対象森林 ３５林齢以下の人工林

○１４年度 （取組団地数３） ○１４年度（取組団地数３１）
・市町村推進事業 　110,000円（内町費55,000円） ・市町村推進事業 円
・交付金事業 　894,900円（内町費223,725円） ・交付金事業 円

　 ○１５年度 （取組団地数４） ○１５年度（取組団地数３４）
・市町村推進事業 　112,000円（内町費57,000円） ・市町村推進事業 円

　 ・交付金事業 1,065,800円（内町費266,450円） ・交付金事業 円

・交付金事業内容 ・交付金事業内容
　　各施業計画認定団地ごとに町と協定を締結し、下刈 　　各施業計画認定団地ごとに町と協定を締結し、下刈
　　り・境界確認・林道整備など定められた行為（対象 　　り・境界確認・林道整備など定められた行為（対象

 　　行為）をする。交付金は、対象行為等を行うための 　　行為）をする。交付金は、対象行為等を行うための
　　経費。また、施業計画に定めた施業を行わなければ 　　経費。また、施業計画に定めた施業を行わなければ

　 　　ならない。 　　ならない。

調整方法

責任者

専門部会長専決事項

梅原　久義 農林水産事業 田村茂樹責任者

平成１４年度～１８年度（５年間）

　　　　よって、社会保険料を被雇用者が１/２、県が１/４、

25－32　農林水産事業 備考各種事務事業の取扱い

岸　　本　　町 溝　　口　　町 課題・問題点

12,793,000

250,000

平成１４年度～１８年度（５年間）

(内町費125,000円)

(内町費3,198,250円)

(内町費125,000円)

(内町費3,325,000円)13,300,000

250,000

３



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 産業経済部会 ワーキンググループ名

合併協定項目 ２５　各種事務事業の取扱い

連番

　森林施業計画認定及び伐採許可 　森林施業計画認定及び伐採許可

(目的) (目的) 　なし 　 現行どおり新町に引き継ぐ

　森林法に基づき、森林の長期の施業計画の審査・認 　森林法に基づき、森林の長期の施業計画の審査・認

　定を行う。 　定を行う。

(内容等） (内容等）

3 　森林所有者が団地毎に策定した、森林施業計画書を 　森林所有者が団地毎に策定した、森林施業計画書を

　審査し、認定する。 また、伐採届等の適合を審査 　審査し、認定する。 また、伐採届等の適合を審査

　し伐採許可等を出す。 　し伐採許可等を出す。

　この施業計画の認定がないと補助査定係数が落ちる。 　この施業計画の認定がないと補助査定係数が落ちる。

　平成１１年の森林法の改正により知事から市町村長 　平成１１年の森林法の改正により知事から市町村長

　に権限移譲された。 　に権限移譲された。

　岸本町森林整備計画策定事務 　溝口町森林整備計画策定事務

(目的） (目的） 　法に定められたものである。合併までに   合併後に新たな計画を策定する。

　森林整備の基本的な方針、方向を定める。 　森林整備の基本的な方針、方向を定める。 　新町の整備計画策定の準備が必要である。

(内容等） (内容等） 　

　森林法の定めに基づき、１０年間の計画を５年ごと 　森林法の定めに基づき、１０年間の計画を５年ごと 　次の計画策定の時期は、平成１７年度で

4 　に定める。 　に定める。 　あるので、合併（平成１７年１月１日）

　現在の計画は、平成１２年から２２年の計画である。 　現在の計画は、平成１２年から２２年の計画である。 　後（合併前からの準備は必要）、新町に

　計画変更の事務が生じる。直近の変更は１４年３月。 　計画変更の事務が生じる。直近の変更は１４年３月。 　おいて計画を策定することとなる。

　次期計画策定の時期は、平成１７年度の予定。 　次期計画策定の時期は、平成１７年度の予定。

　岸本町松くい虫防除地区実施計画策定事務 　溝口町松くい虫防除地区実施計画策定事務

(目的) (目的) 　合併までに新地区実施計画の策定の準備 　現行通り新町に引き継ぎ、合併後に一元化

　　松くい虫被害の蔓延を防ぐため、区域内の松林の 　　松くい虫被害の蔓延を防ぐため、区域内の松林の 　が必要。 　を図る。

　位置づけを定め適切な防除を行う。 　位置づけを定め適切な防除を行う。

(内容等） (内容等） 　ただし、新たに構成された被害対策連絡

　森林病害虫等防除法に基づき、県が定める地区防除指 　森林病害虫等防除法に基づき、県が定める地区防除指 　協議会の意見を聞かなければならないの

5 　針に則って自主防除措置に関する計画（地区実施計 　針に則って自主防除措置に関する計画（地区実施計 　で、合併後、早急に連絡協議会を組織し

　画）を定め、また変更する。 　画）を定め、また変更する。 　、意見を求めなければならない。

　また、併せて指針に基づいて定められた県被害対策推 　また、併せて指針に基づいて定められた県被害対策推

　進事業計画に則して、自主事業計画を策定することと 　進事業計画に則して、自主事業計画を策定することと

　なっている。 　なっている。

　現在の計画は、平成14年４月１日から平成19年3月31 　現在の計画は、平成14年４月１日から平成19年3月31

　 　日まで 　日まで

　計画変更の必要が生じた場合、森林所有者の意見を 　計画変更の必要が生じた場合、森林所有者の意見を

備考

課題・問題点 調整方法

専門部会長専決事項

責任者 梅原　久義 農林水産事業 責任者 田村茂樹

各種事務事業の取扱い

岸　　本　　町 溝　　口　　町

25－32　農林水産事業

４



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 産業経済部会 ワーキンググループ名

合併協定項目 ２５　各種事務事業の取扱い

連番

　 　聞いて変更する。 　聞いて変更する。

　なし

　緑化推進事業に伴う事務 　緑化推進事業に伴う事務

6 (内容等） (内容等）

　 ○一株植樹事業 ○一株植樹事業

　緑化推進事業として苗木の斡旋を行う。 　緑化推進事業として苗木の斡旋を行う。

　 〇緑の羽根共同募金事業 〇緑の羽根共同募金事業

　植樹祭植栽地下刈り事業

該当なし (目的) 　 事業を廃止し新町には引き継がない。

　 　金屋谷地内に植栽した樹木苗を健全に育成していくた

　め、下刈りを行う。

7 (内容等）

　植樹祭植栽地下刈り事業

2,450㎡

各種事務事業の取扱い 25－32　農林水産事業

梅原　久義 農林水産事業 責任者 田村茂樹

課題・問題点 調整方法

専門部会長専決事項

備考

　緑化推進事業 　緑化推進事業

岸　　本　　町 溝　　口　　町

責任者

(目的) (目的) 　現行通り新町に引き継ぐ。

　植樹祭を実施した際に、しばらくの間は下

　刈り等の管理を町において実施するもの。

（16年度までの事業で集落の了承を得ている）

５



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者 ワーキンググループ名 責任者

合併協定項目

連番

1

2

3

4

5

合併後、一元化を図る。

合併後に一元化を図る

議会部会 小原章信

調整方法

委員会の数、構成人員等をどうするかは議会の判断であ
る。

※在任特例中は現在の議員で委員会や定数を決定。
※その後、新議会で委員会や定数を決定する。

各種事務事業の取扱い２５各種事務事業の取り扱い

専門部会長専決事項

溝　　口　　町 課題・問題点

議会報の状況（発行時期・内容）
発行時期  毎定例会後、年4回発行
発行部数  1,800部（全世帯配布）
編集体制
議会広報調査特別委員会（委員6人）と事務局
で、編集から発行まですべての作業を行ってい
る。
内容
議決案件、一般質問、請願・陳情調査結果、委
員会行政調査報告、全員協議会等

合併後に一元化を図る

阿部泰

４２その他 備考

岸　　本　　町

常任・特別・その他委員会
（常任委員会）
総務常任委員会      6名（欠員1名）
教育民生常任委員会  5名
産業建設常任委員会  5名
（議会運営委員会）  5名
（特別委員会）
議会広報調査特別委員会  7名
地域開発調査特別委員会  15名（全員）
合併問題特別委員会15名（全員）

常任・特別・その他委員会
（常任委員会）
総務教育常任委員会  7名
産業福祉常任委員会  7名
（議会運営委員会）  4名
（特別委員会）
議会広報調査特別委員会  6名

議会報の状況（発行時期・内容）
発行時期  毎定例会後、年4回発行
発行部数  2,300部（全世帯配布）
編集体制
議会広報調査特別委員会（委員6人）で、編集か
ら発行まですべての作業を行っている。
内容
議決案件、一般質問、請願・陳情調査結果、委
員会行政調査報告、全員協議会等

編集体制、広報書式等に差異あり
岸本町：特別委員会委員が編集・発行まで行う
溝口町：特別委員会委員と事務局が編集・発行を行う
広報書式の一元化

※新町議会で決定する。

会議の開催状況
3月  15日間
6月   6日間
9月   8日間
12月  8日間

会議の開催状況
3月  16日間
6月   4日間
9月  17日間
12月  4日間

９月定例会の調整必要
決算の認定
岸本町   閉会中に常任委員会に付託
溝口町   ９月定例会中に委員会に付託

※決算の認定方法、会期日数等は新議会で決定する

決算審査
審査期間  5日間（内、現地調査1日）
審査方法
町長から総括的な説明を受け、総務課長から財
政状況ついて説明を受ける。
各会計決算書及び付属書類により、各課長が事
業毎にその内容を説明する。
現地調査は、上記説明のあった事業のうち、調
査が 必要と思われる箇所について行う。
意見書
例年8月末頃に、町長に対し意見書の内容につい
て説明を行った後、提出する。

決算審査
審査期間  7日間（内、現地調査1日）
審査方法
各会計決算書及び付属書類により、各課長が事
業毎にその内容を説明する。
現地調査は、上記説明のあった事業のうち、調
査が 必要と思われる箇所について行う。
意見書
例年8月末頃に、町長に対し意見書の内容につ
いて説明を行った後、提出する。

審査のやり方の検討
・期間の違い
・町長の総括説明、総務課長の財政状況説明（岸本町）

※審査期間・方法等については新監査委員が決定する。

現行のまま新町に引き継ぐ。

合併後に一元化を図る。

定額基金の運用状況審査
審査期間   1日間
審査方法
例月出納検査の際、預金通帳、受払簿等により
確認

定額基金の運用状況審査
審査期間   1日間
審査方法
例月出納検査の際、預金通帳、受払簿等により
確認

問題なし

※審査期間・方法等については新監査委員が決定する。

６



行政現況調書調整一覧表

専門部会名 責任者 ワーキンググループ名 責任者

合併協定項目

連番

議会部会 小原章信

調整方法

各種事務事業の取扱い２５各種事務事業の取り扱い

専門部会長専決事項

溝　　口　　町 課題・問題点

阿部泰

４２その他 備考

岸　　本　　町

6

7

8

9

住民監査請求
住民監査請求が出れば対応する。

住民監査請求
住民監査請求が出れば対応する。

問題なし 現行のまま新町に引き継ぐ

現行のまま新町に引き継ぐ。

合併後に一元化を図る。

財政援助団体等に対する監査
実施していない。

問題なし

※検査方法等は新町監査委員が決定する。

定期監査
監査期間  2日間（10月実施）
監査対象
一般会計、水道事業会計及び特別会計
監査資料
工事及び委託業務の入札・契約関係資料、予算
の執行状況表
監査概要
監査対象事業担当課長から資料に基づき、経
過・問題点等を聞き取りする。

定期監査
監査期間  1日間（12月実施）
監査対象
一般会計、索道事業会計及び特別会計
監査資料
工事及び委託業務の入札・契約関係資料、予算
の執行状況表
監査概要
監査対象事業担当課長から資料に基づき、経
過・問題点等を聞き取りする。

定期監査の期間、時期で相違点あり

※監査の期間・時期等については新監査委員が決定する。

財政援助団体等に対する監査
監査期間  5日間（決算審査と併せて実施）
監査概要
財政援助団体等の決算書を各課を通じて提出さ
せ、効果、収支状況等を監査する

所定の手続きにより実施するか検討する。

※監査内容等は新町監査委員が決定する。

岸本町の例により合併後に一元化を
図る。

例月出納検査
検査期間  1日間（原則毎月10日）
検査対象
一般会計、水道事業会計及び特別会計
検査資料
現金出納月計表、収入月計表、支出月計表、日
計表町税徴収実績に関する調、高額支払状況一
覧表、現金保管調書、各種基金積立集計表、預
金残高証明書                  領収書（証
憑）、収支日計表、預金通帳
検査概要
助役の総括説明の後、出納室長が検査資料に基
づき説明する。

例月出納検査
検査期間  1日間（原則毎月10日）
検査対象
一般会計、索道事業会計及び特別会計
検査資料
現金出納月計表、収入月計表、支出月計表、日
計表町税徴収実績に関する調、現金保管調書、
各種基金積立集計表、領収書（証憑）、収支日
計表、預金通帳
検査概要
出納室長が検査資料に基づき説明、必要あると
き助役が説明する。
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